
平成23年度一般会計当初予算は

義
務
的
経
費
の
う
ち
、
人

件
費
は
職
員
数
の
減
な

ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
４
，

３
５
１
万
１
千
円
減
の
75
億
７
，

３
６
８
万
３
千
円
。

　

扶
助
費
は
、
子
ど
も
医
療
費
の

無
料
化
に
伴
う
事
業
費
の
増
や
生

活
保
護
世
帯
・
人
員
の
増
加
な
ど

に
伴
い
、
５
億
２
，
２
６
５
万
２

千
円
増
の
１
０
３
億
９
，
４
３
６

万
１
千
円
。

　

公
債
費
は
、
ミ
ニ
公
募
債
（
プ

リ
ン
セ
ス
か
の
や
債
）
の
償
還
が

前
年
度
に
終
了
し
た
こ
と
な
ど
に

よ
り
、
４
億
８
，
８
７
４
万
６
千

円
減
の
51
億
３
，
１
９
５
万
７
千

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
は
、
前
年
度
に

比
べ
12
億
５
，
７
２
４
万

４
千
円
増
の
36
億
８
，
６
２
７
万

円
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
は
、
前

年
度
当
初
予
算
が
骨
格
予
算
で
あ

り
、
普
通
建
設
事
業
費
の
多
く
を

６
月
補
正
予
算
で
肉
付
け
し
た
た

め
で
す
。

■
国
庫
支
出
金
＝
国
が
、
地
方
公
共
団

体
に
特
定
の
行
政
費
の
一
部
と
し

て
、
交
付
す
る
補
助
金
や
委
託
金

■
繰
入
金
・
繰
出
金
＝
一
般
会
計
、
特

別
会
計
、
基
金
等
の
会
計
間
に
お
け

る
現
金
の
移
動
を
表
す
も
の
。
例
え

ば
、
一
般
会
計
の
歳
出
に
不
足
が
生

じ
た
場
合
に
、
基
金
か
ら
取
り
崩
し

て
一
般
会
計
に
移
動
す
る
こ
と
な
ど

を
繰
入
れ
と
い
う
。

■
使
用
料
及
び
手
数
料
＝
公
共
施
設
の

使
用
や
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た
こ

と
の
対
価
と
し
て
利
用
者
等
か
ら
徴

収
す
る
も
の
で
、
各
種
公
共
施
設
の

使
用
料
、
住
民
票
等
各
種
証
明
の
発

行
手
数
料
等

■
市
債
＝
市
が
建
設
事
業
や
災
害
復
旧

事
業
な
ど
を
行
う
と
き
、
財
源
と
な

る
借
入
金

■
普
通
建
設
事
業
＝
道
路
や
公
園
、
学

校
な
ど
公
共
施
設
を
建
設
す
る
た
め

の
経
費

■
性
質
別
＝
予
算
及
び
決
算
に
お
け
る

「
節
」
の
区
分
を
基
準
と
し
た
分
類

で
あ
り
、
財
政
の
健
全
性
、
弾
力
性

を
測
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
分
類

■
目
的
別
＝
予
算
及
び
決
算
に
お
け
る

「
款
」、「
項
」
の
区
分
を
基
準
と
し

た
分
類
で
あ
り
、
各
部
各
課
ご
と
の

お
お
ま
か
な
予
算
の
比
重
を
知
る
こ

と
が
で
き
る
分
類

■
人
件
費
＝
特
別
職
、
一
般
職
の
給
与

や
議
員
報
酬
な
ど

■
扶
助
費
＝
生
活
保
護
費
や
子
ど
も
手

当
に
充
て
る
た
め
の
経
費

■
公
債
費
＝
市
が
借
り
入
れ
た
地
方
債

（
借
金
）
返
済
の
た
め
の
経
費

■
物
件
費
＝
施
設
の
維
持
管
理
や
物
品

購
入
の
た
め
の
経
費

409億8,700万円

 「地域の底力」でかのやを　「元気」にする積極予算

民生費
15,559,753 千円
（38.0％）

公債費
5,131,957 千円
（12.5％）

教育費
4,363,020 千円
（10.7％）

総務費
4,190,204 千円
（10.2％）

土木費
3,304,806 千円
（8.1％）

衛生費
3,067,369 千円
（7.5％）

農林水産業費
2,539,841 千円
（6.2％）

消防費  1,201,901 千円（2.9％）
商工費  828,975 千円（2.0％）
その他  799,174 千円（1.9％）

目的別歳出
409 億 8,700 万円
（100％）

人件費
7,573,683 千円
（18.5％）

扶助費
10,394,361 千円
（25.4％）

公債費
5,131,957 千円
（12.5％）

普通建設事業
3,531,225 千円
（8.6％）

物件費
5,352,129 千円
（13.1％）

補助費等
4,736,991 千円
（11.5％）

繰出金
3,524,484 千円
（8.6％）

その他  742,170 千円（1.8％）

性質別歳出
409 億 8,700 万円
（100％）

平成23年度一般会計当初予算歳出予算の目的別・性質別分類

自
主
財
源
の
う
ち
、市
税
は
、

前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ

３
億
５
４
０
万
円
増
の
92
億
７
，

２
９
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

各
種
基
金
等
か
ら
の
繰
入
金

は
、
２
億
８
，
８
２
９
万
７
千
円

減
の
８
億
７
，０
７
１
万
５
千
円
、

使
用
料
及
び
手
数
料
な
ど
そ
の
他

の
収
入
は
市
営
住
宅
使
用
料
の
増

や
新
町
市
営
住
宅
の
移
転
補
償
費

を
計
上
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

４
億
７
，
５
６
６
万
９
千
円
増
の

◆
財
政
用
語
ま
め
辞
典
◆

■
一
般
会
計
＝
福
祉
や
教
育
、
公
園
や

道
路
の
建
設
な
ど
市
の
基
本
的
な
事

業
を
行
う
会
計

■
特
別
会
計
＝
特
定
の
収
入
を
特
定
の

支
出
に
充
て
、
事
業
を
行
う
会
計

■
骨
格
予
算
＝
市
長
選
挙
等
の
関
係
か

ら
政
策
判
断
が
で
き
に
く
い
場
合
、

政
策
的
経
費
を
除
き
、
人
件
費
な
ど

の
義
務
的
経
費
を
主
体
と
し
て
必
要

最
小
限
の
経
費
を
計
上
す
る
予
算

■
自
主
財
源
＝
地
方
自
治
体
が
自
主
的

に
収
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
財
源

■
依
存
財
源
＝
定
め
ら
れ
た
基
準
に
よ

り
国
な
ど
か
ら
地
方
自
治
体
に
交
付

さ
れ
る
財
源

■
義
務
的
経
費
＝
支
出
が
義
務
づ
け
ら

れ
て
お
り
、
任
意
に
削
減
で
き
な
い

経
費
で
人
件
費
、
扶
助
費
及
び
公
債

費
の
合
計
額

■
投
資
的
経
費
＝
道
路
、
公
園
、
学
校
、

市
営
住
宅
の
建
設
等
社
会
資
本
の
整

備
や
災
害
復
旧
費
に
要
す
る
も
の
で

あ
り
、
支
出
の
効
果
が
ス
ト
ッ
ク
と

し
て
将
来
に
残
る
も
の
に
支
出
さ
れ

る
経
費

■
経
常
的
経
費
＝
毎
年
度
継
続
し
て
経

常
的
に
支
出
さ
れ
る
経
費
で
義
務
的

経
費
や
施
設
の
維
持
管
理
経
費
な
ど

■
政
策
的
経
費
＝
義
務
的
経
費
と
異
な

り
、
教
育
、
福
祉
、
環
境
、
産
業
な

ど
あ
ら
ゆ
る
分
野
の
政
策
推
進
の
た

め
に
支
出
す
る
経
費

■
一
般
財
源
＝
市
税
、
地
方
交
付
税
な

ど
市
が
ど
の
経
費
に
も
自
由
に
充
て

る
こ
と
が
で
き
る
財
源

■
地
方
交
付
税
＝
地
方
自
治
体
の
標
準

的
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
を
一
定
に
保
つ

た
め
の
国
か
ら
の
交
付
金

　平成 23 年度当初予算が、３月に開かれた鹿屋市議会定例会で議決されました。
　一般会計当初予算の総額は、409 億 8,700 万円で過去最大規模となりました。
　これは、骨格予算として編成した前年度当初予算と比べ 8.3％の増であり、九州新幹線の全線開業対
策事業をはじめとする鹿屋市を元気にするための新たな事業などを積極的に盛り込んだことや、生活保
護費等の扶助費が増加していることなどによるものです。
　また、前年度６月の補正後予算と比較すると、3.4％の減となりますが、これは、前年度に学校給食
センター整備事業や学校再編に伴う百引小学校の校舎増改築工事などの大型事業を実施したことや、「第
２次行政経営改革大綱」等に基づく行財政改革を進めたことなどによるものです。
　ここでは、新年度予算の編成方針や特徴について説明します。

【問い合わせ】市財政課　☎ 0994-31-1126

27
億
６
，
６
５
０
万
７
千
円
を
見

込
ん
で
い
ま
す
。

依
存
財
源
の
う
ち
、
地
方
交

付
税
は
、
前
年
度
に
創
設

さ
れ
た
地
域
活
性
化
・
雇
用
等

臨
時
特
例
費
の
拡
充
な
ど
に
よ

り
、
９
億
６
，
９
０
０
万
円
増
の

１
３
６
億
６
，
９
０
０
万
円
を
計

上
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市
債

は
、
１
億
２
，
８
４
０
万
円
増
の

32
億
４
，
４
３
０
万
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

市税
9,272,900 千円
（22.6％）

自主財源
12,910,122千円
（31.5％）

依存財源
28,076,878千円
（68.5％）

分担金・負担金
590,454 千円（1.4％）

使用料・手数料
759,351 千円（1.9％）
繰入金
870,715 千円（2.1％）

その他自主財源
1,416,702 千円（3.5％）

地方交付税
13,669,000 千円
（33.3％）

国・県支出金
9,207,378 千円
（22.5％）

地方債
3,244,300 千円
（7.9％）

譲与税・交付金  1,931,000 千円（4.7％）
その他依存財源  25,200 千円（0.1％）

歳入
409億8,700万円
（100％）

平成23年度一般会計当初予算歳入予算の状況
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